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地域暖冷房のモデノレ計画．

射場本　勘市郎巌

花　岡　　　裕懸

Some　ProjeGもon　Mode1　PlaR担ng　for　Dis七rict　Heating
and　GOO工ing　SysteH主

KanichirO　　IBAMO田o

YUもaka　　　　HANAOKA

，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　AbsもraGt

　　　工n　this　paper，On　tぬe　assump㌻ion　thaも　七he　dlstriG七　hea七一

ing　and　OOo］．i漁g　system　熱as　been　Gome　ln七〇　〇peraも10こ口in　a

rela雛vely　GOエd　area　WhiGh　set　Up　a　mOdeエSeGtま0聡，協e　aut。

hors　GalGu工ated　a　Gost　of　equip職ents　and　iもs　ru鍛ning　Gosも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

and　deGided　a　Galorific　priGe　fQr　もぬis　syste罫、．

　　We　foundもha七七he　least　expe箆sive　piping　Paもtern　was

Go降cer且ed　with　the鷺umber　of　bra滋chies　fro照amain　pipe　and
Qf　hea’b　eXGhangers　taklng　Gharge　of　severaユ　bulldiエ｝gs，

Taki且g　cOnsideratiQas　◎f　b蟻ildまngs　whiGh　have　been　already
GOnstrUG七ed，　まも　照ay　be　given　a．s　a　conOlusio聡　もha七　a　pay聡e捻t

fOr　もhe　heaも　mediU狐　Of　th工S　systeln　is　葺Ot　SO　expens烹ve　as

it　is　fOr　a　usua工　O■しe．

　り　まえがき
　地域暖冷房は都市のビル街や近郊の住宅団地などを対象として，中央のプラントから熱を供給し

暖冷房を行5方式を云い．既に欧米では一世紀におよぶ発達の歴史がある。

　その主なねらいは地域の特色により種々と考えられるが，一般に各ビル暖務の方式と較べて

　イ）諸設備効率の増大

　ロ）単位出力あたりの労賃の軽減

　ハ）燃料および設備費の低廉化

　亭〉石炭や石油の燃焼に伴う煤煙の集約処理

などがあげられ，特に札幌市のごときは冬期間の降下煤塵量が世界有数であり，その汚染源は住宅

　牽産業環境工学講座教授

巌崇大学院博士課程学生
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のストーブやビルの暖房ボイラが圧倒的で他の工業都市と事情が異なる。市街の密集部では昭和

57年に煤煙防止条例が公布され，火床面積α25η似上の燃焼装置について規制をうけているが，

さすがに不特定多数のストーブは野放しのまエで，その取締りや摺滋も現状では困難である。

　さて，抜本的対策としては地域暖房を実施することが理想的であるが，地区面積あたりの熱需要

の確保，設備の更新，ならびに融資など未だ経済的見通しもっかないので，とりあえず小規模ながら

でも実現さ磯》たいと云う起運が熟しつユある。

　この論文はその第一段階として，瓶幌市のような寒冷地にモデル化した地域暖房を施す場合の方

式，諸設備などの経済的検討を行ったもので，夏期における設備遊休の場合についても冷房の対象と

して考察した。

　2地域暖冷房方式
　地域暖冷房方式は実情の這這媒体という見方からすれば，蒸気を用いる場合と熱水を用いる場合と

がある。こ奥に蒸気とは一般に中等程度の圧力（ゲージ圧力10気圧前後）で温度は喋80℃位で

あり，熱水はゲージ圧力が7～10気圧程度，温度葉50℃～180℃位に加熱したものを指し，い

わウる温水とは区別される。

　これらの中でどちらを用いるかにより配管ならびに諸設備がいくらか異なるので，その相違を簡

単に忍べておくと　　　　　　　　　　．

　イ）蒸気を熱媒として使用する場合には，暖冷房目的としては，大部分をその蒸気の持つ潜熱を利

　　　用するので，見掛け比熱は熱水のぞれに較べ大きく，従って，同じ熱量を送るのにも流量は少

　　　くて済み，しかも流速を大にすることができるので，気体であることを考えても配管管径は

　　　細くすることが可能であるσ

　　　しかし，トランプ，減圧ステーションなど余分な設備を要し，また還水管は腐蝕しやすく，し

　　　かも逆勾配にすることが許されないので，地形の起伏が多いと施工が困難になる。

　ロ）破損，漏洩があった場合，蒸気ならば触れた物体にその顯熱を放出するので危険であるが，熱

　　　水はむしろ潜熱の一部を吸収し低座の蒸気に変るのでその度合は少ない。

　この論文では，上記のような利害得失を総合判断し，もつばら熱水を絹いる場合の暖冷房方式につ

いて考察した。

　なお，外国の実施例を簡単に逮べると，地域暖冷房の歴史は1875年ドイツで行われた低圧

三水の例が最初とされ，その後，ヨーロッパで温水方式が普及し，比較的最近になり熱水が用いられ

る様になった。また，アメリカにおける歴史も古く窪877卑ニューヨークで低圧蒸気暖房が行

われたのが始めで，その後は高圧の蒸気に移り最近では熱水も凧・られている。

3　モ　デ　ル計　画

　＄一慣　需要熱負荷の分布旧記

　ある地域を暖冷房する揚合に対象とする建物の種類が何であるかを見定める必要がある。

例えば，考えている地域がビル街，アパート群，あるいは1戸建住宅群のいずれであるかにより暖
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冷房負荷が異なり，それに関連して配管費や設備費などが異なってくる。

　具体的に，今緻籠四方の地域，すなわち100ヘクタールの面積を考え，その地域の特色として

　で）10階建程度のビル街

　ロ）4階建程度のアパート群

　ハ）1戸建往宅群

の3つの場合を与え，それぞれの地域暖房負荷を概算すると

　イ）ビル街の場合

　　肇㎞四：方の颪積から道路や公園などの公共的面積を5割として除き，残った敷地内での建坪すな

　　わち建ペイ率を7割とすれば・建坪の含計は5・ヘクター・レとなり誕床礁はその1・倍に

　　なる。これは換言すると，延旅爾積25，000㎡のビル（以下標準ビルと称し，例えば北海道ビ

　　ル位）であれぽ200棟も存在することになる。

　　札幌では暖房面積あたりの熱負荷は大体100kcal／h㎡であるから，標準ビルの暖房齎積を

　　麺床衝積の8割位とすれば，約200万kOa1／hで，全地域では4億kcal／hが必要である。

　ロ）アパート群の場合

　　公共用地の条件は上記と同じで，建ペイ率を5割におさえれば，建築面積の合計は20ヘクタ記

　　ルになる。こ玉で，建坪500η～，4階建標準アパートを考えると，4DO棟建ち暖房対象の盆

　　宅面積を延床面積の6割として暖房負荷を算出すると，全地域で約0，5億kGal／hになる。

　ハ）1戸建住宅団地では，同様に計算すると，100㎡（50坪）程度の住宅が2000戸建ち，

　　全繊の暖房負荷は約0．1億k：Oal／hとなる。

　この計算によれば，同じ広さの地域を考えても暖房負荷はビル街の場舎に対し，アパート群，1戸

建住宅群ではそれぞれ1／9，1／56程度の需要密度になる。つまり，配管の総延長はこの需要密度

に反比例して長くなるので，管径の差異を考慮しても単位熱歯あたりの配管設備費は住宅群やアパー

ト群については割高となる。

　ビル街に塗しては一般に，既設の設備があり，その処分の聞題や配管の埋設の困難などが存在する。

その点，アパート群については，画地の建設時に施工することが容易であるが，上記の需要密度を合

わせ考えると，両者は長短相反することになる。従って，単純には決められないが，こ鼠では主とし

て，ビル街のモデル計画を中心に述べる。

　3－2　　　酉己　　管　　　系　　　統　　計　　1藪

　中央プラントから各ビルへの配管は幾通りか考えられるが，なるべく簡単な形式として中央プラ

ントにつながる主管が数本の副主管を出し，さらに分岐管を出して2次プラントに歪る。そこでは

熱交換器を備え，専用または共同で各ビルに通常の蒸気や濫水を供給する。熱交換器で用をなした熱

水は還水管の枝管から主管を通り中央プラントに還元されるものとする。

　管摩擦損失水頭Ff（2πAq）はFannlngの式によれば

　　　　　　君　　　v2
　　　Ff＝λ万．万　　　（7πAψ　　　　　　　　　　　　　　　（1）

である。
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　　ただし　　　　　　λ篇管摩擦係数　　　〔η岨q／7勾

　　　　　　　　　　　D篇管径　　　　　　〔アπ〕

　　　　　　　　　　　Z＝管の長さ　　　　　〔珊〕

　　　　　　　　　　　v＝管；内流速　　　　　〔η乙／s）

　　　　　　　　　　　9＝・重力力羅速度　　　　　 〔フ7z／S　2）

単純化のために，単位長さあたりの摩擦損失水頭Ff／εを一定値とする等摩擦法を採用し，また

管顯繍伴える翻内で麟速Vl（関せず一定であるとの仮三三㍉辰丁蒲
戴○くは定数とみなすことができて

　　　　　　　　　　　　　　　ユ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　　　　　　　　　　　V＝○（D2

のように表わせる。

　さらに，流量Q（㎡／S）と流速Vとの聞にQ篇πD2▽／4　の関係があることから，（2）式はつぎ

のように表示できる。

　　　　　　　　　　　　D＝βQ善　　　　　　　　（3）

　　　ここで　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿＿

　　　　　　　　　　　　β一儲）毛十雁蕩：）ト数

　以上の式を基にして，つぎの図一1のような管路纈の管径を求める。

　図一1において，主管，副主管を等閥隔にそれ

ぞれX本およびy本出し，中央プラントからの

全供給熱水量をQoとすれぽ，主管のi番昌の分

岐点と（i÷｛）番目の分岐点間の流量は

（Qo－iQo／加），副主管の」番自および

Q十1）番目間の流量は（Qo／x－」（も／xy）

であるので，主管，副主管の支番琶および」番目

の管径を転i・D痴また服管の径をD。とす

ると，

・鶉・一β（転無）多一幅書β旙

・炉（y詳β動暑

蝋÷）掃　　／
央

？
ヨ

ト

　｛4）

境　堺線
「

衰
’7コ

知
’麟

h
P（ぎやり

i鴫

2惚 ・ラ才

→3　5

分蹟笹 Fぐぎ一θ

　　　　…

C（レ’）

．」

　　　　　　「

ム

ζ乞ナ，）幽’

ズ

となるQ

つぎに，1ηあたりの配管設備費をPψとし管径Dとの間に

　　Pψ諏Kψ．び

図一環　配管系統図

（5）

q

上

一26一



5

の関係が成立つものとする。Kψは配管設置に関する係数で・材料費の他に埋設工事費・保濫工事費

附属品費，入件費などを含み，配管用鋼管についてはKψ値は窪0～50万円／（管径2）程度であ

り，柵㎝以上の管径ではほぼ定数とみなせる。

14）式を（5）式に代入して・転i・Dy，」・D。に対する伽あたりの醐畳Px，　i・Py，　j・P許求め

ると

・鶉・一Kψβ・％垂（x－1X）苦

・ガKψ邸（・寿）書

・・一Kψ耕Q・喜（。の壱

（6）

が得られる。

　従って，全配管費Pψは

　　　　　　　　・ψ個・尋・＋1茎1・婦・＋・yP・

　　　　　　　　　　一K｛芸・｛Σ1÷ド’）念

　　　　　　　　　　＋1茎藷（y奪）念副　　（・）

で表示される。こ玉にLは図一1のように対象地域の一辺の長さを表わす。

　先に逮べたビル街のモデル地域について，具体的な数値を求めて見よう。

　いま，中央プラントから送られる熱水の温度が各熱交換器で150じから80℃に温度降下したとす

れば・全熱負荷4｛翻／hに対して・熱水衛環量馬は比熱1臨鞠もe9として5700㎡／h必要

となる・単位長さあたりの管摩擦損知慨をαoo4（加絢ノ勃），中央プラントに接続される主管の径D・壽

1．0那，流速V＝20彿／Sとし，配管爾鋼管についてはλ＝α02位であるので，（2〕，（3）式より，

α冨2．00，β罵a84を得る。そこで。　L窯窪03（吻，　Kψ＝2×窪05とおいて，代表的であると

考えられる配管のパターンについて全配管費を算出し，その結果を図一2に示す。ただし，図中y型

V型については別個にβの値を求め算出した。

一・ Q　7一
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7

　これらの5通りのパターンについて比較すると，y型が最も安く五6億円であり，1型のように

中央プラントから主管が分岐なしで太い管のま玉直接奥に入り込んだ場合は10億円に上る。

　つぎに，主管の数を■本として，それから分岐されている副主管の本数と配管費の関係を，熱交換

器の数をパラメータにしてプロットすると　図一5のようになる。　　　　　　　脅

ただし，この例ではユ本の副主管から5本の分岐

管を出している場合を考え，また地域内の全建物

数は200棟であるため，熱交換器1基の受持つ

ビルの数を常識の範囲におさめ，ユ棟，2棟，4

棟，8棟の4種類について考慮した。図一5から

も判るように，配管の分布に：はある最小値を与え

るような分岐数が存在し，こ玉では主管からの分

取数（副主管の本数）がほ父5本程度であるのが

最もよい◎主管が複数になったW型，V型の場合

でも同様の傾向になるQ

配

犠

憂

瑠王嗜n本数

図一5　副主管本数と配管費との関係

3－3ポンプ設備
　熱フkを送るためにポンプが受持つ揚程は，管路が閉圓路になっているので熱水愉循環させるだけの

水頭があれば足りる。つまり，藤：管部の摩擦損失水頭と分岐，曲管・異径管の接舎部などの抵抗及び

熱交換器内の游動抵抗に関する損失かく頭をポンプが負撞すればよい。

　ところで分岐，異愚管及び熱交換器などの損失水頭はΣぐiVi2／29で表わせるが，これを簡単

化するために相当管長Zeを考え

　　　　　　・・一撮・Σq一夢　㈲　　（・）

とおくと，ポンプの受け持つ管長は（Ze十Zηのとなり，ポンプに要求される揚程Hp（噛）は

　　　　　　　H。一望蓋（傭・・）一2λ難（1＋告）　（・）

となるQ

　また，送水流量Qo（”1シS）に関しては，ポンプの吐出側に接続され管径を1㍉，流速をV、とすれ

ば，②式の関係を満足するものとして，

　　　　　　　Q。弓α恥蔓

一・ Q　9一
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で示され，結局，ポンプの出力（炉）はつぎのとおりである。

　　　　　・繋争，号P－2●孝畿糾＋髪霧）恥辱

　　ただし，ρ＝流体の密度　（Kg／㎡）

　　　　　　η＝・ポンプの効率

電動機を含むポンプの費用Ppはポンプ出力Lpとの間に

　　　　　Pp諾　aLp

が成立すれば，¢O式を⑳式に代入して次式を符る。

　　　　　　　　　　　　五
　　　　　PP霜　aKpDb　2

こエにaは出力あたりポンプ設備費に関する係数で，約2×104円／

　　　　　K戸・芽・募・・結伽（・÷舞）

である。

　さらに，ポンプ稼動時の運転費をPrとすると

　　　　　Pr＝＝bLP。丁
　　　　　　　　　　　五
　　　　　　　＝bKpLb　2田

面時間である。

その結果を表一1に示す。

血。

⑳

⑫

H）であり・また

⑬

で表わされる。こ玉にb（円／1P）はポンプ稼動時に伴う動力費に関する定数雪コ（hr）はポンプ稼

　具体的な数値例として，二一2にあげた各種配管パターンについてポンプの設備費のみを計算し，

配管
^　式

ポンプ

艨@数
ポンプ1台

?たり流量

最遠地まで

ﾌ管長Zη

粗i幾管長

@　　Ze

ポンプ揚程

@　　王｛P

ポンプ設置

?用Pp
1 1

　伽945
　　　　η
Q×103

　　ηz．
S集6 　　加P6．ろ

　億円α2

笈 1 945 2×103 4t6 16．5 0．2

皿 1 945 　　へQ×10柳 奢65．0 1Z4 α24

w 2 4z4 2×103 8窪．6 16．6 αろ

v 5 1皇2 2X窪03 4噛．鷹 輩＆2 α2

　　　　　　　　　　　表一歪　ポンプの設備費用

　ただし，この計算ではポンプ効率η＝0．6とした。また，（8）式で定義したζの値としては大雑把に

分岐，異径管など局部抵抗係数を。．5，熱交換器内の流動抵抗については4とした。

　この計算結果ではボンブの価格はどのタイプでもさほど変動はなく約2，000万円程度の設備費と

なる。
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　3－4　熱　交　換　器

　熱交換器の熱収支を考えると，次の平衡式が成立つ

　　　　　　ρGPq●△t：＝Kl’△θAe

こふで

　　　　　　ρ＝熱水の密度（Kg／㎡）

　　　　　　σP譜熱水の比熱　（1劔／Kg　de9）

　　　　　　q篇＝熱かく量（㎡／h）

　　　　　　Ae＝熱交換器の有効低熱面積　（㎡）

　　　　　　K　瓢熱水と二次側流体との総合熱貫流率　（醗／㎡hde9）

　　　　　　△tユ熱水の熱交換器出入口温度差　（de野）

　　　　　　△θ＝熱水と二次側流体との対数平均潟度差　（dei7）

伝熱面積Aeと熱交換器重鍛W（Kのとの間にほ父つぎの関係が成立する。

　　　　　　W＝儀2×窪02Ae軌8

⑭式に代入して

　　　　　　W＝Keノ・qa8

　　　こ工に
　　　　　　・・伝・2×1・・×幽α8・（△t△げ）α8

⑭

⑮

q⑤

熱交換器の費用Peノは重蚤Wと比例の関係にあるものとして

　　　　　　Pe』G・W　　　　　　　　　　　　　　　⑰
こふで，Gは重三と費用に関する係数で材料費，人件費，製作費などな含めて，トンあたり20～

30万磁位とされている。

　従って，熱交換器歪基に関しては

　　　　　　Pe1翫Keβq〔L8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（縛

　　　ただし

　　　　　　Ke瓢G・Keノ

いま，Gp，　Kなど熱的特性値が流量qに関係なく一定であれば，熱交換器の費用は熱水の流蚤のα8

乗に比例する。

　そこで熱交換器の費用Peをプラントの規模で表示することを考え，熱交換器は2次プラント

あるいは各ビルをそれぞれ可基でまかなうものとすれば，熱水の全供給量Qo，熱交換器の個数を雇

とする時，Qo篇M・qなる関係を有するので，⑱式に代入して

　　　　　　・・』K・鮒8位）“8

三熱交換器の費用P曾は

　　　　　　Pe＝M・Pe！謹Ke（ゐ（L8　MP’2

　　　　　　　　　　　　　一夢恥・ぜ・　　　　　　⑲

一5　4一
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となる。

熱交換器について，熱水の此熱Gp－11勧レKヂ瑠，熱欝流率K罵10脳。轟レ商de9，△t⇒o

dげ，△θ＝50d啄とすれば，　Ke！罵0．65　である。先のモデル地域では（あゴ・ア×1G3崩ユであ

るから，G翫2．5×窪05円／（加n一二交換器重量）として，全熱交換器費触灘9式にそれぞれ数値を代

λして

　　　　　　　Pe瓢喋．轟6×108　XM恥2　（円）

を得る。

　ビル8棟を窪基の熱交換器でまかなう様な場合には，全地域で25基の熱交換器になるのでM＝25

を代入してPe＝2．8億円となる。ビル4棟で熱交換器窪基の場合は岡様に計算すると，乙2億円と

なり，以下ビル2棟の時は5．7億円，2次プラントがビルの専門の熱交換器である場合には最も高く

4．1億円である。

以上をまとめて，十一2の（．1）型から（V）型までの配管費，ポンプ費，熱交換器費の合計を算

出し，2次プラントの数すなわち熱交換器の数を横軸にとり，グラフに示すと図一4のようになるQ

ただし，このときの配管費は5－2で求めたPψに2次プラントから各ビルまでに分配する管の費用

を加えた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　それによると，配管分布ではW型のように主管の管

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　径を小さくし，なおかつ熱交換器の数を多くした方が

　　僑L　　　ω．／〆
　　　　　　㍉ヒ。～＿＿＿＿禽一蓼己

蟹

愛

声σ

5・

量

蕊
菱

梗

養

さす

13

12

Il

lo

4

　　　　　　　　　　　9ノ

＼＼．…ノ
　　　　　一。

／

一・匙．～．∠話

　　　＼＿．璽＿。／

　　　　　　　　50　　　’00　　200

　　　　　　　2・按つ・乃レト（勲受穣熾縫気

図一4　2次プラントの数と配管費，ポン

　　　プ費，熱交換器混合計

切一斗一トト

有利であるが，熱交換器は多い程高くつくので，全体

としてはある最小値が存在する。図一4壱疑の結果を示す。

その最小値を尊える2次カントの数は50基前後で，ビ

ルの2棟から4棟を熱交換器1基でまかなう場合に相

当し，型式としてはw型が最も安く10億円位である。

従って，こ玉で云えることは1本数は多くなるが主管・

副主管の径を小さくして，全体的に配管網が均一化す

るように留意し，かつ，数個のビルを集約させた2次

プラントを適蟻に配麗することが有利であると思われ

る。以後このモデル計颪ではy型の配管パターンにし，

2次プラント数50基の場合を採用する。

3－5申央プラント施設
上認の他に設備費として考慮しなければならないものにボイラ建設費などがある。

熱水を作り出す方式として熱水ボイラなどが実用化されているが，こふでは大容量を取扱うの

一32一・
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で水管式蒸気ボイラにより蒸気を発生させ，中央熱交換器に通して熱水を得る方式を考える。この

方法によれば，高価なボイラ用水が少くて済むと思われる・

　このモデル計画では熱水循環量が5700㎡／hであるから，その熱貴を補う蒸気の発生鐙は，約

300も／hである。いま1基につき20a七9，蒸気容：量80も／hのボイラを使用したとすれ

ば10基必要となる。

　このボイラに対して，建設費が発生蒸気トン数あたりろoo万円とし，計装や集塵器を考慮すれ

ば，1基で約4億円，全体で40億円の建設費を要する。さらに中央プラントの建屋など10億円と

見込めば，中央プラント関係で50億円となる。ただし，敷地代は含まない。

　3－6設備費に関する考察
　以一ヒの諸設備費を総計すると約60億円になり，ほ父同程度の熱出力（蒸気圧15重atg，容董

420田／H×乙）を持ち，全道の電力需要の1／5をまかなう新江別火力発電所が約200億円の

建設費を要したのに較べると約1／5にとどまっているが，超高圧ボイラであることに加えて発電

設備を必要としないからなのであろう。

　つぎに，同じ窪㎞四方の地域が5－1で逮べたロ）の場合，すなわち4階建アパート群について同

様の概算をすると，熱負荷が減少し，熱水循環量がビル街に対し約1／10になるので，配管費，熱

交換器費などは約5億円，中央プラント設備が約5億円で計8億円を要することになる。熱需要密度

はビル街の歪／10であるのに対し，建設費は1／8程度であるから，同じ熱負荷あたりで建設費は

25％割高になるQ

　また中央プラント設備費と配管費との割合を見ると，ビル街では5：1であるのがアパート群では

5：5となり配管費などに要するウエイトが増大し，そのパターンの影響も無視できなくなる。

　4経常費に関する薦察
　経常費に卜しては運転費，人件費，燃料費などが考えられる。

　4一り　運　　転　　費

　運転費としては，循環ポンプの鋤力費について概算する。

　このモデルではポンプの所要鐵力は約1000∫Pで電動機により駆動するものとすれば750KIWと

なる。駆動記聞を年間200日とし，16時闘つつ定格運転するものと仮定して，大口需要電力単価

を5FレKW葺とすると，年間動力費は0．1億円になる。

　4－2　入　　件　　費

　地域暖房の事業体では管理や運転をできるだけ経済的に，能率よくするため，中央監視などの集中

管理を積極的に図る必要がある。

　これらの機器および装置をどの程慶にまで自動化し，中央監視させるかなどの計装計緬はその状況

によって決まり，一概に判断することはむずかしい。しかし，全体としては，従来の各ビル暖房方式

にくらべ，かなり人員整理されることは事実であり，仮りに，中央プラントに優秀なボイラ技士を

50名，2次プラントの巡圓要員（保守要員も含む）を55名，事務関係に5名程慶，計70名で組

織されるものとすれば，｛人あたり年収70万円として年間0，5億円となる。
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　4《3　燃　　料　　費

　モデル地域が産炭地にあることおよび重油の供給変動を考え，ボイラは微粉炭焚（重油を補助に

混焼）とし，発熱量5500躍／鞠の低品位炭を使胴する。

　所要熱量4旧く威／hに対し，定格運転でボイラ効率85％，途中配管の熱損失を旬％と見込ん

で，年閥の石炭消費量：を求めると約50万トンになり，．上記の低贔三炭をトンあたり5，0DO円とみ

て年間9億円になる。

　さらに石炭の場合，燃焼に伴う灰の処理が問題になる。この石炭の20％が灰になるとすれば，年

三Z5万トンを処理せねばならない。いま，これらを4トン積トラックにより20㎞遠：方の地に捨て

るものとすれぽ，年間2万画往復することになり，窪圓の輸送費を2，000円として，a4億円にな

る。

　5　総　　　　　　括

　5一り需要熱量単価
　以上で，地域暖房の計画を寒冷地にある1㎞四方の肇0階建ビル街に適用して規模，配管型式によ

る費用，熱交換器，ボイラ設備費周および経常費などについて個々に論じて来た。いま一度これを

整理して要約すると，配管費，2次プラントの費用に壌0億円，中央プラントのボイラおよび建屋

に50億円，計60億円を要する。そこで，この設備を公益箏業体が管理するものとし，施工時に60

億円の資金を借入れ，さらに次期の新規購λ資金の積立な考慮して，年利率5％の50年延べ払い，

8．5％の償還率として窪年間の償却費を算出すると，5億円になる。運転費，入件費，燃料費を考慮

すると年間経常費は15億円を要する。さらに経常費としての機器，設備などの保守費は上記積立の

分から支出するものとする。

　この費用をもとに熱水の熱量価格を算定すると，暖房のみを考えた需要熱量を基準にすれば，1．2

円／103躍となる。ちなみに，アパート群に対して同様の計算を行うと，配管費，熱交換器費，ポ

ンプ運転費などは熱量割合に比例ぜず割高となり，金体としてビル街に対し2割5分増しの1．5町03

翻になる。

　なお，ビル街については次回に鑛べるように，冷房のための三熱を行い，夏期の遊休期聞を50日

かせぐとすれば，2割ほど安く鶏円／窪03K戯どなる。

　5－2夏期対策
　三二で添べた経常費では，ビル街に対してのみ夏期の冷房期送熱を考慮した。

　圧縮式冷凍機を用いずに，ガス冷蔵庫の原理に基づいて，熱水で冷房ができる。すなわち，熱水の

持っている熱あるいは高い墜力を利用して，水または他の液体を低い圧力の下で蒸発させ，その時に

対象物から奪う潜熱を冷房の邑的として使用する。その方式により吸収式冷凍機とか蒸気噴射式冷凍

機があり，前者は熱水の持つ保有熱を，後者は熱水を一度蒸気に変え，ノズルから噴出させることに

より蒸発を行わせる。これらの冷凍機はいずれも装躍鑓体に可動部分が少なく，運転費は安くて済

む。しかしなお設備費を節約するために，効率は多少劣るが，熱水をそのま玉噴射させる方式が開発

されればより合目的であると思われる。このよう妨法によれば暖房期におい（も還オぐ管を班送しなくてもよい。
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　札幌の押合，冷房負荷は暖房の半分にあたる501鯉／㎡h程度で，策京とは逆の関係になっている。

この負荷を得るた易に，土記の冷凍機を用いるものとすれば，熱水の群塊はその割合で行くと約70

1姻／η♂h必要となり，標準ビルに換算すると，壌40万K戯／h，全体でz8億湿／hとなり，暖房時

の4欄嬢／hに比して7割程度の負荷になる。

　なお，冷凍機での熱収支を考えると，sの冷房負荷に対し7の割合で熱鐙を冷凍機に塚えたの唱

その和に相当する熱量だけ取除かねばならない。その熱鍛は標準ビルで240万1鯉／h，全地域で

4．編細／hになり，これを全部井水でまかなうとすれば，地下水はたちまち枯渇してしまう危険が

あるので，使用水量の節約を考えて，冷却塔により空気で冷やされた水を循環させるものとする。

　5－3既設ビルの転換経済
　以上のモデル地域の考察では途てのビルが始めから地域暖冷房を鷺的として新設されると云う極め

て理想的な場合であるが，実際には既設のビルが大部分であって，これに対する考察を無視すること

はできない。

　さて，地域暖房を施こした場合と各ビル暖虜を採用した蜴合との経済性について比較するために，

まず，各ビル暖房方式の暖房設備に対する葬闘経常費を概慌しよう。

　標準ビルの暖房負荷に対し，蒸気容量5も／∫毘ボイラを設置したとすれば，煙突，計装などを

含めて約2，000万円を要する。またボイラ鍵，煙突，石炭庫などが志める面積を全延床面積の2

％とすれば，ビル建設費を10億円とし》（，この影干に対する建設費は2，000万円位になり，計4

りoo万円が固定費として要る。この固定費に対する償却を下闇ベースの税込みで年利率窪。％，

20年償却として算繊すると，年600万円となる。

　燃料費に関しては6500雌／Kgの良質炭をトンあたり6，000円，ボイラ効率70％，暖房倒

閣を20帽として求めると，年聞850万円位になる。また，入件費についてはボイラ技士1名

を常駐，2名を需要期のみ採用するものと考えれば，年間150万円程度であり，結局，各ビル暖房

方弐の年間経常費は標準ビルで1，600万円位となり，熱水を購入した場合約8DO万円で済むのに

対して倍も高くつく。

　しかしながら，既設ビルの場合，既存のボイラ設備の処理および借金未済の問題があり，いく’ら

か不利になるものと思われる。

　そこで回りに，臨体でボイラ設備を持つ新築覆後のビルが地域暖房に切り換えを計り，しかもボ

イラ　売却に際して買手がっかないと云う最悪の場合を考える。ボイラ撤去後，その面積は他の目

的購用でき，いずれは償却されるカ㍉ボイラそのものは無償で取り除かれ，しかも，この設撒

対する借λ金の残りがある。それを契約を守り続けて償却するものとすれば．経常費の中500万円

を返済することになる。結局，新設ビルでは年間800万円を節約できるが，新築直後の既設の場合

でもなお500万円は得になる。

　なお，地域暖冷房方式に切り換る際は，ボイラ設備のみがその対象になって居り，空気調和機器

その他の設備は在来のま工使用を続けることができる。

　5－4　結　　　　　　　論

　これまでのことを要約して誠べると，諸設備固定費はビル街の場合，このモデル地域では全体とし
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て約6G億円を要し　その中で，中央プラントのボイラ設備などが大部分を占める。配管費につい

ては10億円程慶であり．配管のパターンの影響は全体に比して小さいが，一応めヌターンおよび2

次プラントの数を決定することができた。

　また，同じ1甑四方の面積を考えても，アパート群の場合には，・その需要密度はビル街の1／鴇

程度で全体の規模も小さくなるが，配管費，熱交換器費などはその割には減らないで，配管パターン

の影響も無祝できなくなると思われる◎

　これらの施設を公益事業体が運営管理するものとすれば，低利資金，長期奪賦になるので，償却費

は民間に較べて低くすることができる。経常費については運転費．入件費，燃料費および灰処理運搬

費を考慮して熱：水価格を試算した結果　t2円石0掘で標準ビル1棟に換算すると年間約800万円、

の負担で済むことになり，従来の各ビル暖房方式に較べると，半分で済むことが分つた。さらに設備

の夏期遊休について冷房を考慮すれば，歪．0円／唱03躍で2割程慶安くなる。また，アパート群では

ビル街の2割5分増の雪．5円／柵3K戯となるが，この地域に奮万世帯が住むものとすれば，1世帯あ

たり卑に約2万円の負担で済むことになり，この計算では現在の各戸別暖房に対しても充分対抗でき

るG

　いずれにせよ，実際には上記のモデル地域よりは小規模であり，また既設ビル，新設ビルが混って

いるので，上託の数字より多少高くつき修正を要すると思われるが，一応の§安がついたのでこふ

に報告した次第である。
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